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Ⅰ 身体障害関係法令等 

 

１ 身体障害者福祉法（抄） 

（昭和２４年１２月２６日 法律第２８３号） 

（法の目的） 

第１条 この法律は、障害者の日常生活及び社会生活を総合的に支援するための法律（平成１

７年法律第１２３号）と相まって、身体障害者の自立と社会経済活動への参加を促進するた

め、身体障害者を援助し、及び必要に応じて保護し、もつて身体障害者の福祉の増進を図る

ことを目的とする。 

（身体障害者） 

第４条 この法律において、「身体障害者」とは、別表に掲げる身体上の障害がある１８歳以

上の者であって、都道府県知事から身体障害者手帳の交付を受けたものをいう。 

（身体障害者手帳） 

第１５条 身体に障害のある者は、都道府県知事の定める医師の診断書を添えて、その居住地

（居住地を有しないときは、その現在地）の都道府県知事に身体障害者手帳の交付を申請す

ることができる。ただし、本人が１５歳に満たないときは、その保護者（親権を行う者及び

後見人をいう。ただし、児童福祉法第２７条第１項第３号又は第２７条の２の規定により里

親に委託され、又は児童福祉施設に入所した児童については、当該里親又は児童福祉施設の

長とする。以下同じ。）が代わって申請するものとする。 

２ 前項の規定により都道府県知事が医師を定めるときは、厚生労働大臣の定めるところに従

い、かつ、その指定に当たっては、社会福祉法第７条第１項に規定する社会福祉に関する審

議会その他の合議制の機関（以下「地方社会福祉審議会」という。）の意見を聴かなければ

ならない。 

３ 第１項に規定する医師が、その身体に障害のある者に診断書を交付するときは、その者の

障害が別表に掲げる障害に該当するか否かについて意見書をつけなければならない。 

４ 都道府県知事は、第一項の申請に基いて審査し、その障害が別表に掲げるものに該当する

と認めたときは、申請者に身体障害者手帳を交付しなければならない。 

５ 前項に規定する審査の結果、その障害が別表に掲げるものに該当しないと認めたときは、

都道府県知事は、理由を附して、その旨を申請者に通知しなければならない。 

６ 身体障害者手帳の交付を受けた者は、身体障害者手帳を譲渡し又は貸与してはならない。 

７ 身体に障害のある１５歳未満の者につき、その保護者が身体障害者手帳の交付を受けた場

合において、本人が満１５歳に達したとき、又は本人が満１５歳に達する以前にその保護者

が保護者でなくなったときは、身体障害者手帳の交付を受けた保護者は、すみやかにこれを

本人又は新たな保護者に引き渡さなければならない。 

８ 前項の場合において、本人が満１５歳に達する以前に、身体障害者手帳の交付を受けたそ

の保護者が死亡したときは、その者の親族又は同居の縁故者でその身体障害者手帳を所持す

るものは、すみやかにこれを新たな保護者に引き渡さなければならない。 

９ 前２項の規定により本人又は新たな保護者が身体障害者手帳の引渡を受けたときは、その

身体障害者手帳は、本人又は新たな保護者が交付を受けたものとみなす。 

１０ 前各項に定めるものの外、身体障害者手帳に関し必要な事項は、政令で定める。 

（身体障害者手帳の返還） 

第１６条 身体障害者手帳の交付を受けた者又はその者の親族若しくは同居の縁故者でその身
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体障害者手帳を所持するものは、本人が別表に掲げる障害を有しなくなったとき、又は死亡

したときは、すみやかに身体障害者手帳を都道府県知事に返還しなければならない。 

２ 都道府県知事は、次に掲げる場合には、身体障害者手帳の交付を受けた者に対し身体障害

者手帳の返還を命ずることができる。 

一 本人の障害が別表に掲げるものに該当しないと認めたとき。 

二 身体障害者手帳の交付を受けた者が正当な理由がなく、第１７条の２第１項の規定によ

る診査又は児童福祉法第十九条第一項の規定による診査を拒み、又は忌避したとき。 

三 身体障害者手帳の交付を受けた者がその身体障害者手帳を他人に譲渡し又は貸与した

とき。 

３ 都道府県知事は、前項の規定による処分をするには、文書をもつて、その理由を示さなけ

ればならない。 

４ 市町村長は、身体障害者につき、第２項各号に掲げる事由があると認めるときは、その旨

を都道府県知事に通知しなければならない。 

第１７条 前条第２項の規定による処分に係る行政手続法（平成５年法律第８８号）第１５条

第１項の通知は、聴聞の期日の１０日前までにしなければならない。 

（大都市等の特例） 

第４３条の２ この法律中都道府県が処理することとされている事務で政令で定めるものは、

地方自治法（昭和２２年法律第６７号）第２５２条の１９第１項の指定都市（以下「指定都

市」という。）及び同法第２５２条の２２第１項の中核市（以下「中核市」という。）にお

いては、政令で定めるところにより、指定都市又は中核市（以下「指定都市等」という。）

が処理するものとする。この場合においては、この法律中都道府県に関する規定は、指定都

市等に関する規定として指定都市等に適用があるものとする。 

（罰則） 

第４６条 次の各号の一に該当する者は、１０万円以下の罰金に処する。 

一 第１５条第６項の規定に違反した者 

二 第１６条第１項の規定に違反した者 

第４７条 偽りその他不正な手段により、身体障害者手帳の交付を受けた者又は受けさせた者

は、６月以下の懲役又は２０万円以下の罰金に処する。 

第４８条 第１６条第２項の規定に基づく都道府県知事の命令に違反した者は、３月以下の懲

役又は１０万円以下の罰金に処する。 

 

別表（第４条、第１５条、第１６条関係） 

一 次に掲げる視覚障害で、永続するもの 

１ 両眼の視力（万国式試視力表によって測ったものをいい、屈折異常がある者について

は、矯正視力について測ったものをいう。以下同じ。）がそれぞれ０．１以下のもの 

２ 一眼の視力が０．０２以下、他眼の視力が０．６以下のもの 

３ 両眼の視野がそれぞれ１０度以内のもの 

４ 両眼による視野の２分の１以上が欠けているもの 

二 次に掲げる聴覚又は平衡機能の障害で、永続するもの 

１ 両耳の聴力レベルがそれぞれ７０デシベル以上のもの 

２ 一耳の聴力レベルが９０デシベル以上、他耳の聴力レベルが５０デシベル以上のもの 

３ 両耳による普通話声の最良の語音明瞭度が５０パーセント以下のもの 
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４ 平衡機能の著しい障害 

三 次に掲げる音声機能、言語機能又はそしやく機能の障害 

１ 音声機能、言語機能又はそしやく機能の喪失 

２ 音声機能、言語機能又はそしやく機能の著しい障害で、永続するもの 

四 次に掲げる肢体不自由 

１ 一上肢、一下肢又は体幹の機能の著しい障害で、永続するもの 

２ 一上肢のおや指を指骨間関節以上で欠くもの又はひとさし指を含めて一上肢の二指

以上をそれぞれ第一指骨間関節以上で欠くもの 

３ 一下肢をリスフラン関節以上で欠くもの 

４ 両下肢のすべての指を欠くもの 

５ 一上肢のおや指の機能の著しい障害又はひとさし指を含めて一上肢の三指以上の機

能の著しい障害で、永続するもの 

６ １から５までに掲げるもののほか、その程度が１から５までに掲げる障害の程度以上

であると認められる障害 

五 心臓、じん臓又は呼吸器の機能の障害その他政令で定める障害で、永続し、かつ、日常

生活が著しい制限を受ける程度であると認められるもの 
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２ 身体障害者福祉法施行令（抄） 

（昭和２５年４月５日 政令第７８号） 

（医師の指定等） 

第３条 都道府県知事が法第１５条第１項の規定により医師を指定しようとするときは、その

医師の同意を得なければならない。 

２ 法第１５条第１項の指定を受けた医師は、６０日の予告期間を設けて、その指定を辞退す

ることができる。 

３ 法第１５条第１項の指定を受けた医師について、その職務を行わせることが不適当である

と認められる事由が生じたときは、都道府県知事は、社会福祉法第７条第１項に規定する地

方社会福祉審議会（以下「地方社会福祉審議会」という。）の意見を聴いて、その指定を取

り消すことができる。 

（身体障害者手帳の申請） 

第４条 法第１５条第１項の規定による身体障害者手帳の交付の申請は、市又は福祉事務所を

設置する町村の区域内に居住地（居住地を有しないときは、現在地。以下同じ。）を有する

者にあっては当該居住地を管轄する福祉事務所の長を、福祉事務所を設置しない町村の区域

内に居住地を有する者にあっては当該町村長を経由して行わなければならない。 

（障害の認定） 

第５条 都道府県知事は、法第１５条第１項の申請があつた場合において、その障害が法別表

に掲げるものに該当しないと認めるには、地方社会福祉審議会に諮問しなければならない。 

２ 都道府県知事は、前項の規定により地方社会福祉審議会が調査審議を行い、なおその障害

が法別表に掲げるものに該当するか否かについて疑いがあるときは、厚生労働大臣に対し、

その認定を求めなければならない。 

３ 厚生労働大臣は、前項の規定による認定を求められたときは、これを疾病・障害認定審査

会に諮問するものとする。 

（診査を受けるべき旨の通知） 

第６条 都道府県知事は、法第１５条第４項の規定により身体障害者手帳を交付する場合にお

いて、厚生労働省令で定める基準に従い必要があると認められるときは、身体障害者手帳の

交付とともに、理由を付して、その指定する期日に法第１７条の２第１項の規定による診査

又は児童福祉法（昭和２２年法律第１６４号）第１９条第１項の規定による診査を受けるべ

き旨を申請者に対し文書をもつて通知しなければならない。この条の規定により法第１７条

の２第１項の規定による診査又は児童福祉法第１９条第１項の規定による診査を受けた場

合も同様とする。 

２ 都道府県知事は、前項の規定により法第１７条の２第１項の規定による診査を受けるべき

旨を通知したときは当該申請者の居住地の市町村長に、児童福祉法第１９条第１項の規定に

よる診査を受けるべき旨を通知したときは当該申請者の居住地を管轄する保健所長に、その

旨を通知しなければならない。 

（市町村長の通知） 

第７条 法第１７条の２第１項の規定による診査を行った市町村長又は児童福祉法第１９条第

１項の規定による診査を行った保健所長は、当該診査により身体障害者手帳の交付を受けた

者の障害程度に重大な変化が生じたと認めたときは、その旨を当該身体障害者手帳の交付を

受けた者の居住地の都道府県知事に通知しなければならない。 
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（身体障害者手帳の交付の経由等） 

第８条 法第１５条第４項の規定による身体障害者手帳の交付は、その申請を受理した福祉事

務所の長又は町村長を経由して行わなければならない。 

２ 市町村の設置する福祉事務所の長又は町村長は、前項の規定により身体障害者手帳の交付

を受けた１８歳未満の者（身体に障害のある１５歳未満の者については、身体障害者手帳の

交付を受けたその保護者とする。以下同じ。）につき、厚生労働省令で定める事項をその居

住地を管轄する保健所長に通知しなければならない。 

（身体障害者手帳交付台帳） 

第９条 都道府県知事は、当該都道府県の区域に居住地を有する身体障害者に係る身体障害者

手帳交付台帳を備え、厚生労働省令の定めるところにより、身体障害者手帳の交付に関する

事項を記載しなければならない。 

２ 身体障害者手帳の交付を受けた者は、氏名を変更したとき、又は同一の都道府県の区域内

において居住地を移したとき（次の各号に掲げるときを除く。）は、三十日以内に、身体障

害者手帳を添えて、その居住地が市又は福祉事務所を設置する町村の区域内にあるときは当

該居住地を管轄する福祉事務所の長を、福祉事務所を設置しない町村の区域内にあるときは

当該町村長を経由して、都道府県知事にその旨を届け出なければならない。 

一 法第十八条第二項の規定により入所措置が採られて又は障害者の日常生活及び社会生活

を総合的に支援するための法律（平成１７年法律第１２３号）第２９条第１項若しくは第

３０条第１項の規定により同法第１９条第１項に規定する介護給付費等の支給を受けて同

法第５条第１項若しくは第６項の主務省令で定める施設又は同条第１１項に規定する障害

者支援施設に入所したとき。 

二 生活保護法（昭和２５年法律第１４４号）第３０条第１項ただし書の規定により同法第

３８条第２項に規定する救護施設、同条第３項に規定する更生施設又は同法第３０条第１

項ただし書に規定するその他の適当な施設に入所したとき。 

三 介護保険法（平成９年法律第１２３号）第８条第１１項に規定する特定施設に入居し、

又は同条第２５項に規定する介護保険施設に入所したとき。 

四 老人福祉法（昭和３８年法律第１３３号）第１１条第１項第１号の規定により入所措置

が採られて同法第２０条の４に規定する養護老人ホームに入所したとき。 

３ 前項の規定による届出があつたときは、その福祉事務所の長又は町村長は、その身体障害

者手帳にその旨を記載するとともに、その者に返還しなければならない。 

４ 身体障害者手帳の交付を受けた者は、他の都道府県の区域に居住地を移したとき（法第１

８条第２項の規定により入所措置が採られて又は障害者の日常生活及び社会生活を総合的

に支援するための法律第２９条第１項若しくは第３０条第１項の規定により介護給付費等

の支給を受けて同法第５条第１項若しくは第６項の厚生労働省令で定める施設又は障害者

支援施設に入所したとき及び生活保護法第３０条第１項ただし書の規定により入所したと

きを除く。）は、３０日以内に、身体障害者手帳を添えて、新居住地が市又は福祉事務所を

設置する町村の区域内にあるときは当該新居住地を管轄する福祉事務所の長を、福祉事務所

を設置しない町村の区域内にあるときは当該町村長を経由して、新居住地の都道府県知事に

その旨を届け出なければならない。 

５ 前項の規定による届出があったときは、その福祉事務所の長又は町村長は、その身体障害

者手帳にその旨を記載するとともに、その者に返還しなければならない。 

６ 都道府県知事は、前項の届出を受理したときは、旧居住地の都道府県知事にその旨を通知
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しなければならない。 

７ 都道府県知事は、次に掲げる場合には、身体障害者手帳交付台帳から、その身体障害者手

帳に関する記載事項を消除しなければならない。 

一 法第１６条第１項の規定による身体障害者手帳の返還を受けたとき、又は同項の規定に

よる身体障害者手帳の返還がなく、かつ、身体障害者本人が死亡した事実が判明したとき。 

二 法第１６条第２項の規定により身体障害者手帳の返還を命じたとき。 

三 前項の規定による通知を受けたとき。 

（身体障害者手帳の再交付） 

第１０条 都道府県知事は、身体障害者手帳の交付を受けた時に比較してその障害程度に重大

な変化が生じ、若しくは身体障害者手帳の交付を受けた時に有していた障害に加えてそれ以

外の障害で法別表各項のいずれかに該当するものを有するに至った者又は身体障害者手帳

を破り、汚し、若しくは失った者から身体障害者手帳の再交付の申請があったときは、厚生

労働省令で定めるところにより、身体障害者手帳を交付しなければならない。 

２ 前項の申請（身体障害者手帳を破り、汚し、又は失った者からの申請を除く。）について

は、第４条の規定を準用する。 

３ 都道府県知事は、第７条の規定による通知により身体障害者手帳の交付を受けた者の障害

程度に重大な変化が生じたと認めたときは、先に交付した身体障害者手帳と引換えに、その

者に対し新たな身体障害者手帳を交付することができる。 

（保健所長への通知） 

第１１条 市町村の設置する福祉事務所の長又は町村長は、第九条の規定により居住地若しく

は氏名を変更し、又は第１０条第１項若しくは第３項の規定により新たに身体障害者手帳の

交付を受けた１８歳未満の者につき、その居住地を管轄する保健所長に、速やかにその旨を

通知しなければならない。 

（身体障害者手帳の返還等） 

第１２条 法第１６条第１項の規定による身体障害者手帳の返還は、身体障害者手帳の交付を

受けた者の居住地が市又は福祉事務所を設置する町村の区域内にあるときは当該居住地を

管轄する福祉事務所の長を、福祉事務所を設置していない町村の区域内にあるときは当該町

村長を経由して行わなければならない。 

２ 市町村の設置する福祉事務所の長又は町村長は、法第１６条第１項の規定による身体障害

者手帳の返還がなく、かつ、身体障害者本人が死亡した事実が判明したときは、都道府県知

事に、速やかにその旨を通知しなければならない。 

（厚生労働省令への委任） 

第２９条 この政令に定めるもののほか、身体障害者更生相談所、身体障害者手帳及び身体障

害者社会参加支援施設について必要な事項は、厚生労働省令で定める。 

（大都市等の特例） 

第３４条 地方自治法（昭和２２年法律第６７号）第２５２条の１９第１項の指定都市（以下

「指定都市」という。）において、法第４３条の２の規定により、指定都市が処理する事務

については、地方自治法施行令（昭和２２年政令第１６号）第１７４条の２８第１項から第

５項までに定めるところによる。 

２ 地方自治法第２５２条の２２第１項の中核市（以下「中核市」という。）において、法第

４３条の２の規定により、中核市が処理する事務については、地方自治法施行令第１７４条

の４９の４に定めるところによる。 
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（政令で定める障害） 

第３６条 法別表第５号に規定する政令で定める障害は、次に掲げる機能の障害とする。 

一 ぼうこう又は直腸の機能 

二 小腸の機能 

三 ヒト免疫不全ウイルスによる免疫の機能 

四 肝臓の機能 
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３ 身体障害者福祉法施行規則（抄） 

（昭和２５年４月６日 厚生省令第１５号） 

（身体障害者手帳の申請） 

第２条 法第１５条第１項の規定による身体障害者手帳の交付の申請は、第１号に掲げる事項

（当該申請に係る身体障害者が１５歳未満である場合においては、第２号に掲げる事項）を

記載した申請書により行うものとする。ただし、当該身体障害者の居住地と当該身体障害者

の保護者の居住地が同一の場合には、第２号に掲げる事項のうち当該保護者の居住地の記載

を省略することができる。 

一 当該申請に係る身体障害者の氏名、生年月日、居住地及び個人番号（行政手続における

特定の個人を識別するための番号の利用等に関する法律（平成２５年法律第２７号）第２

条第５項に規定する個人番号をいう。以下同じ。） 

二 前号に掲げる事項並びに当該申請に係る身体障害者の保護者の氏名、生年月日、居住地

及び当該身体障害者との続柄 

２ 前項の申請書には、次に掲げる書類を添えるものとする。 

一 法第１５条第１項に規定する医師の診断書 

二 法第１５条第３項に規定する意見書 

三 当該申請に係る身体障害者の写真 

（診査を受けるべき旨の通知） 

第３条 令第６条第１項の規定による通知は、法第１５条第４項の規定により身体障害者手帳

の交付を受ける者が次の各号のいずれかに該当する場合に行うものとする。 

一 発育により、その障害程度に変化が生じることが予想されるとき。 

二 進行性の病変による障害を有するとき。 

三 更生医療を受けることにより、その障害程度に変化が生じることが予想されるとき。 

四 前三号に掲げるもののほか、その障害程度に変化が生じることが予想されるとき。 

（保健所長への通知） 

第４条 令第８条第２項に規定する厚生労働省令で定める事項は、次のとおりとする。 

一 氏名、居住地及び生年月日（保護者について通知する場合にあっては、保護者の氏名及

び居住地並びに本人の氏名及び生年月日） 

二 身体障害者手帳の交付の年月日 

三 障害名 

（身体障害者手帳の記載事項及び様式） 

第５条 身体障害者手帳に記載すべき事項は、次のとおりとする。 

一 身体障害者の氏名、現住所及び生年月日 

二 障害名及び障害の級別 

三 削除 

四 身体障害者が１５歳未満の児童であるときは、その保護者の氏名、続柄及び現住所 

２ 身体障害者手帳には、当該身体障害者手帳の交付を受けた者の写真を表示するものとする。 

３ 第１項の障害の級別は、別表第５号のとおりとする。 

（身体障害者手帳交付台帳の記載事項） 

第６条 令第９条第１項の規定により身体障害者手帳交付台帳に記載すべき事項は、次のとお

りとする。 

一 身体障害者手帳の交付番号及び交付年月日 
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二 身体障害者の氏名、住所、生年月日及び個人番号（行政手続における特定の個人を識別

するための番号の利用等に関する法律（平成２５年法律第２７号）第２条第５項に規定す

る個人番号をいう。） 

三 身体障害者手帳に記載されている障害名及び障害の級別 

四 身体障害者が１５歳未満の児童であるときは、その保護者の氏名、住所及び続柄 

五 身体障害者手帳の再交付の年月日及び理由 

（身体障害者手帳の再交付） 

第７条 身体障害者手帳の交付を受けたときに比較してその障害程度に重大な変化が生じ、又

は身体障害者手帳の交付を受けた時に有していた障害に加えてそれ以外の障害で法別表各

項のいずれかに該当するものを有するに至った者に係る身体障害者手帳の再交付の申請は、

第２条の規定を準用する。 

２ 前項に規定する者は、令第１０条第１項の規定により身体障害者手帳の再交付を受けたと

きは、先に交付を受けた身体障害者手帳を都道府県知事に返還しなければならない。 

第８条 身体障害者手帳を破り、汚し、又は失った者に係る身体障害者手帳の再交付の申請は、

第１号に掲げる事項（当該身体障害者手帳を破り若しくは汚した場合に係る申請又は当該身

体障害者手帳を失った場合（第２号に掲げる書類を提示するときに限る。）に係る申請にあ

っては第１号イ及びハに掲げる事項に限る。）を申請書に記載し、破り、又は汚した場合に

あってはその身体障害者手帳を添えて行うものとする。 

一 次に掲げる事項 

イ 当該申請に係る身体障害者の氏名、生年月日、居住地、先に交付を受けた身体障害者手

帳の交付番号及び当該身体障害者との続柄 

ロ 当該申請に係る身体障害者の個人番号 

ハ 申請の理由 

二 当該申請に係る身体障害者の氏名及び生年月日又は住所（以下この号において「個人識別

事項」という。）が記載された書類であって、次に掲げるもののいずれかに該当するもの 

イ 行政手続における特定の個人を識別するための番号の利用等に関する法律第２条第７項

に規定する個人番号カード又は行政手続における特定の個人を識別するための番号の利用

等に関する法律施行規則（平成２６年内閣府・総務省令第３号）第１条第１項第１号に掲

げる書類（身体障害者手帳を除く。） 

ロ イに掲げるもののほか、官公署から発行され、又は発給された書類その他これに類する

書類であって、写真の表示その他の当該書類に施された措置によって、当該申請に係る身

体障害者が当該書類に記載された個人識別事項により識別される特定の個人と同一の者で

あることを確認することができるものとして当該身体障害者が居住地を有する都道府県知

事が適当と認めるもの 

ハ イ及びロに掲げるもののほか、行政手続における特定の個人を識別するための番号の利

用等に関する法律施行規則第２条第３項第１号に掲げる書類（健康保険日雇特例被保険者

手帳にあっては健康保険印紙を貼り付けるべき余白があるものに限り、国家公務員共済組

合及び地方公務員共済組合の組合員証並びに私立学校教職員共済制度の加入者証にあって

は被扶養者証を含む。）又は官公署から発行され、若しくは発給された書類その他これに

類する書類であって当該身体障害者が居住地を有する都道府県知事が適当と認めるものの

うち２以上の書類 

２ 身体障害者手帳の再交付を申請した後、失った身体障害者手帳を発見したときは、速やか
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にこれを都道府県知事に返還しなければならない。 

（大都市の特例） 

第２１条 令第３４条第１項の規定により、地方自治法第２５２条の１９第１項の指定都市（以

下「指定都市」という。）が身体障害者の福祉に関する事務を処理する場合においては、次

の表の上欄に掲げるこの省令の規定中の字句で、同表中欄に掲げるものは、それぞれ同表下

欄の字句と読み替えるものとする。 

第７条第２項 

第８条第１項第２号ロ及びハ

並びに第２項 

都道府県知事 

 

指定都市の市長 

 

第１５条 
市町村 指定都市以外の市町村 

都道府県知事 指定都市の市長 

第１７条 
市町村 指定都市以外の市町村 

都道府県知事 指定都市の市長 

（中核市の特例） 

第２２条 令第３４条第２項の規定により、地方自治法第２５２条の２２第１項の中核市（以

下「中核市」という。）が身体障害者の福祉に関する事務を処理する場合においては、次の

表の上欄に掲げるこの省令の規定中の字句で、同表中欄に掲げるものは、それぞれ同表下欄

の字句と読み替えるものとする。 

第７条第２項 

第８条第１項第２号ロ及びハ

並びに第２項 

都道府県知事 中核市の市長 

第１５条 
市町村 中核市以外の市町村 

都道府県知事 中核市の市長 

第１７条 
市町村 中核市以外の市町村 

都道府県知事 中核市の市長 
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